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【要 約】本稿は、総合商社の形成過程における支店の役割に注目したものである。海外支店ネット
ワークの拡大に関連して鍵を握るのが、支店長諮問会議制度である。そこで本稿では、支店長諮問会
議制度を取り上げて、その仕組みと機能について考察する。とりわけ、主力商品の方針、取扱商品の
選定、三国間取引の方向性のそれぞれについての議論を取り上げることによって、支店長諮問会議制
度が果たす意義について考察する。 
 その結果、支店長諮問会議制度は、本社と支店、支店間で意見の調整を図って、商流に関する意思
決定の齟齬を調整する場として、すなわち情報交換集約システムとして機能していたことが明らかと
なった。そして、支店間競争を排除する制度を構築して、本社・支店間の連携を図っていったことは、
総合商社化に寄与するとともに、その後の日本的取引慣行という制度の形成となって発展していくの
である。 
経営情報研究 
第20巻第2号(2013年2月)，75－88ページ 
 
経営情報研究 第 20 巻第 2 号(2013 年 2 月)，75－88 ページ 
―  ― 76
Ⅰ はじめに 
 
 本稿の目的は、総合商社の海外拠点を通じた市場や商品の情報収集と企業内での有機的な情
報統合を行う上での組織構築の歴史的なプロセスを、三井物産を事例に取り上げて考察するこ
とである（１）。具体的には、明治期における三井物産の支店長諮問会議制度に焦点を当て、商
流管理の視角からその仕組みと機能について検討していく。そして、その構築過程における特
徴が、現在の企業の組織的な特徴や組織能力をいかに規定しているかを明らかにするものであ
る。 
 
 
Ⅱ 情報収集体制の確立 
 
 三井物産において、海外進出は未開拓の市場であり、進出にあたって最大の問題は、進出地域の
情報不足をいかに解消するかであった。こうした中で、未開拓市場の市場開拓についての能力は、江
戸期の三井越後屋に蓄積されていた。三井越後屋は、小売業と卸売業が未分離で、そのことが競争
力の源泉となっていた（２）。三井物産は、呉服商と切り離した形で経営がスタートし、卸売業態という業
態転換した形での出発となった。とはいっても、呉服商時代から卸売取引にも関与していたので、卸売
業務に関する知識は、組織内に蓄積されていた。とりわけ呉服商時代に蓄積した産地開拓能力の蓄
積を海外進出の開拓に活用していくのである。 
 今回の三井物産の海外進出に関しては、未開拓市場の開拓という点で共通するものの、進出地域
に関する情報が全く社内に蓄積されておらず、その上、現地の商習慣も予測困難な状態での進出で
あるという点で異質であった。この問題を解決するため、進出にあたって、領事の情報に依存するとこ
ろからの出発となる。 
 領事館の設置と三井物産の支店設置との関連を整理したのが、表１である。表１をみると、上海、ロ
ンドン、ニューヨーク地域は、領事館の進出後に三井物産が進出したので、その情報を利用することに
よって、取引を拡大することができた。しかし、パリ支店は、三井物産が進出した後に領事館が進出し
ているので、情報収集が不十分であったと考えられる。このように、初期の三井物産の進出は、領事の
情報が決め手になっていて、領事館が設置されている地域は、進出が比較的容易であったと言えるだ
ろう。領事から入手できる情報は、次のようなものであった（３）。 
（１）通商経済情報 
（２）貿易報告 
 すなわち、未開拓の海外市場進出にあたって、情報不足を補うためには、領事から入手できる情報
を活用することで、進出リスクを回避しようとしたのである。このような情報を手がかりにして、領事が収
集した情報に基づいて、どの地域に市場機会があるか、日本が入り込む余地があるのか進出地域を
分析・決定することができたのである。 
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表１ 領事館と三井物産の支店設置 
（出所）財団法人三井文庫編（1980）p.273、外務省通称局編（1988）p.5 より作成。 
 
 その後、明治 36（1903）年には、「又海外ニ於テ信用ノ高マツタコトハ領事ガ居ラウガ公使館ガアラ
ウガ日本ノ関係ハ物産会社ノ支店長ニ往ツテ話ヲシナケレバナラナイゾト云ハレル迄ニナツタ、殊ニ
東洋ニアリテハ物産会社ハ常ﾆ日本ノ国旗ニ先ツテ店ヲ出シテ居ル、物産会社ノ支店ガ出来テ然ル
後ニ領事館ガ立ツト云フ如キ有様デアツテ」（４）とあるように、三井物産内部に情報収集できる体制を
整備していったので、本社としても支店の情報を継続的に把握する必要が生じてくるのである。 
 
 
Ⅲ 支店長諮問会議制度の商流管理 
 
 三井物産では、支店網の拡大に伴って、商流のみだれが生じていた。これに対応するために、
一部の商品に共通計算制度が導入されたが、グローバルに展開している商品に関して、なかな
か共通化が図れなかった。そのため、支店の意見を整合させる場が求められた。 
 そこで、三井物産では、明治 35（1902）年、支店長諮問会議制度を導入し、統一性を回復
するよう試みるのである。この支店長諮問会議は、年一回、海外支店・国内支店の支店長が本
社へ集結し、三井物産の取引上の現状・問題点・今後のあり方についてネットワークを組んで
意見交換をして情報共有・情報集約するトップの戦略会議である。支店長諮問会議制度が採用
される以前は、基本的には、本社の戦略を各支店に伝えて、本社と支店の２者間のやりとりで
取引は完結し、しかも、支店は他の支店の情報・動きを把握できず、支店間の連携は希薄化し
ていた。そのため、支店間の情報交換が十分にできず、支店長は横の動きを正確に把握するこ
とが容易ではなかったことから、商流がばらついていた。このことから支店長諮問会議制度を
導入することで、社内でどのような変化が起きたかについてのプロセスを考察することに意義
があると考えられる。それらを踏まえて、主力商品の方針、取扱商品の選定、三国間取引の方
向性を取り上げて、支店長諮問会議制度の仕組みと機能について考察することにしよう。 
  領事館の設置 三井物産の支店設置 
上海 明治 5（1872）年 明治 10（1877）年 
ロンドン 明治 9（1876）年 明治 13（1880）年 
パリ 明治 13（1880）年 明治 11（1878）年 
ニューヨーク 明治 6（1873）年 明治 12（1879）年 
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Ⅲ－１ 主力商品の強化 
 
 三井物産の主力商品は、石炭と綿花である。支店長諮問会議の中で、本社からこれらの主力
商品を強化する方針が打ち出されている。まず、２つの取扱商品について考察することにしよ
う。 
 
  
（1）石炭 
  
 石炭においては、明治 38（1905）年の支店長諮問会議において、会長自ら「我社ノ主モナ
ル取扱品ノータル石炭」（５）と位置づけ、「石炭「コークス」ノ如キハ何処ノ店タルヲ問ハス取
扱ヲ為シ得ル店ニ於テハ取扱ヲ為スコト丶シタシ」（６）と、本社から石炭重視の方向性が打ち出
されている。 
 もともと、石炭は、創業期から取り扱っている商品であった。明治９（1876）年、三池炭と
「三池石炭売捌方条約書」を締結して、一手販売権を獲得し、手数料は 2.5％で少額であった
が、大ロット取引という所で利益を確保していった（７）。 
 石炭の流通取引については、次の２点で商流のばらつきが生じていた。それについて支店長
諮問会議で諮られている。 
 第１に、石炭における管理問題について、諮問されている。その中心は、共通計算制度導入
の可否についてである。これについて、本社の方針は導入に可の方向であった。石炭市場の競
争激化に伴い、石炭では、品質面での競争優位性を構築することが困難であったので、価格競
争に巻き込まれ、価格を抑制する必要があった。価格抑制のための１つの手段として、本社で
は共通計算制度を提案した。前述の通り、三井物産の取引の特徴として、手数料が少ないとい
う点にあった。手数料が少ないことから生じる分配問題で、組織内に混乱が生じていた。 
 この件について、各支店長に意見聴取している。犬飼門司支店長は、「石炭商売ヲ共通計算ト
シ門司支店ヲ首部トシ首部ニ於テハ利益ヲ見込マス石炭ノ原価ニ直接経費ノ歩合ノミヲ加算シ
可出来的安直ヲ販売店ヘ通知シ販売店ハ可成之ヲ高価に売却シ其利益ハ計算ノ敏速ヲ計ル為メ
決算期ニ於テ直接本部ニ附替ユルコト丶セハ」（８）と、石炭に共通計算制度を導入することで能
率が上がるとしている。この提案の背景には、門司支店において、利益を得すぎているとか、
品質も悪く検査もしていない、目方も少なく積み込むといった疑念があったからである。 
これに対して、一貫して反対意見を唱えているのが、山本上海支店長である。山本上海支店
長は、「石炭商売モ漸次競争烈シク販売ニ付テモ追々困難ヲ感スルニ至リタレトモ、元来共通計
算規則即チ首部ヲ置クコトハ根本ニ於テ当箝マルヤ否ヤハ頗ル一考ヲ要スヘキ問題ナリト信ス、
是迄ニ首部ヲ置キシモ其働キヲ為シ得スシテ之ヲ止メ単独ニ商売セシメタル所却テ事実ニ於テ
商売ノ増加シタルコトアリ、又牛荘肥料商売ニ付首部ヲ置キタレトモ其取扱高ノ増加セル原因
ハ首部ヲ置キタル為ニアラスシテ支那人ト連合シタルニアリ、綿ノ例ヲ見ルモ首部ヲ置キタル
為メ増加ヲ見ス唯鐘ヶ淵ノ分丈ケハ増加セシモ其他ノ方面ニテハ却テ退歩ノ兆アリ」（９）と、他
の部門でうまく機能していない共通計算制度を石炭に導入することに危惧している。というの
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が、山本上海支店長は、綿花の部長時代に共通計算制度の問題点について熟知した経験があり、
その経験に基づいて反対している。 
 また、磯村営業部長は、「現今石炭ノ販売ハ頗ル困難ナレトモ九州ニ於ケル貯炭多量ナレハ之
ヲ売ルノ必要アリ、一方ヨリ言ヘハ仕入店モ販売ノ事ヲモ為セハ仕入ニ付テハ全然利益ヲ得ス
ト云フハ人情トシテ如何ノモノニヤ、矢張リ之ニ付テモ利益ヲ得セシムル方奨励ニナリハセス
ヤ、要スルニ協力同心シテ従事シ欠斤等ニ付テハ互ニ利害ヲ有セシムル方却ヲ円滑ニ運フヘシ」
（10）と、折衷的な案を出している。 
 さらに山本上海支店長は、「綿ノ如キハ如何ナル有様ナルヤ、仕入店ハ実費ニテ取扱ヒ販売店
ナル大阪ニテ利益ヲ挙クルコト丶ナリ居リ」（11）と、綿花部の経験を述べている。 
 そして、会長も「現今門司支店長トシテ犬塚氏カー意会社全体ノ隆運ヲ希望スル所ヨリ自然
斯ノ如キ案ヲ提出スルニモ至リシナランカ、其他ノ店員モ之ト同様ノ観念ヲ有スルヤ一考ヲ要
スヘキ事ナリ」（12）と、議論が紛糾している点について認識を示すに至る。 
 以上の意見を踏まえて、本社では石炭においては共通計算制度の導入を見送るのである。ま
た、石炭はすでに商習慣が確立されている商品分野であったので、共通計算制度の導入は、取
引先にも混乱を招きかねないものであった。 
 石炭における流通取引上の第２の問題は、小規模な炭坑がたくさんありそれぞれにおいて品
質に差異がある中で、それを同一品として輸出しなければならないことであった。まず、会長
が、「過般石炭会議ノ折貝島案トシテ出テタル三池以外ノ筑豊炭ヲ三種ニ分ケテ取扱ハントスル
案ニ付テ評議ヲ開カレタシ」（13）と問題提起している。そして、この問題についての本社の方針
は、「我々ハ山元ノ経済ニ対シテ尽スヘキ丈ケハ尽シタル積リナレトモ、炭価ハ益々下落スルヲ
以テ是ヨリ後ハ販売店トシテハ積出等ノ上ニ於テ尚ホ費用ヲ節約スルニ努メサルヘカラス、又
鉱主トシテ考フルニ先ツ各種ノ炭ヲ三段位ニ分ケ而シテ一等、二等、三等ニ属スル各炭ヲ成ル
ヘク利用スルコトヽセハ大ニ融通モ付キ取扱上之ヲ分類シテ貯炭スルコトモ少ク大ニ費用ヲ減
スルヲ得ヘシ、併シ種々ノ種類アルヲ以テ其炭質ニ依リテハ同一ノ篩ニテ篩フテモ同様ノモノ
ヲ得ルコト能ハサルヘク或ルモノハ一吋ノ篩ヲ使用シ或ルモノハ今少シ大ナルモノヲ用ヒサル
ヘカラス」（14）と、従来の三池炭といった産地ブランドを付すことから、一等炭、二等炭、三等
炭という分類へ変更するというものである。この提案は、石炭の採掘先の増加にともない、石
炭の生産量の不足・産地間の品質のばらつきが取引先にわからないようにすることができるも
のであり、新たに発掘された炭坑の石炭も三井ブランドを付与して販売することが可能になる
ものであった。 
 この件についても是非が、本店、支店間で意見交換されている。この提案に賛同したのが、
犬塚門司支店長である。「要スルニ買手ノ苦情ヲ招カサル程度ヲ以テ実行スルコトニ帰スヘシ」
（15）と賛成している。 
 一方で、この案に反対意見を出しているのが、鉱山会社と販売部門である。鉱山会社の立場
からは、団鉱山専務が、「一等炭、二等炭、三等炭ト極メ同一ノモノニスルコト丶セハ山元ノ者
ニモ承諾セシメサレハ苦情ノ起リタル時ニ不都合ヲ生スヘシ」（16）と、一等炭、二等炭、三等炭
の分類方法について、山元の反発があるという理由から反対している。 
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 販売部門である山本上海支店長は、「多クノ種類ノモノヲ混合スルトセハ或ハ苦情ノ出ツルコ
トニモ至ルヘキヲ以テ是迄ノ如ク門司ニテ確カナルモノト認メタルモノヲ混合スルコト丶セハ
別ニ一等炭トカ二等炭トカ名称ヲ変スルノ必要ナカラン」（17）と、混合炭には賛成しているが、
販売先から苦情がでるという点で、ブランド名の変更には反対している。なぜなら、上海支店
の成長にとって、ブランド名の変更によって、取引先を競合他社に切り替えられる可能性があ
ったので、上海支店の存続のためにも、現状の産地ブランドの表示にこだわったのである。つ
まり、支店の状況を説明して本社に理解してもらうことが、上海支店の成長へとつながってい
くのである。 
 井上マニラ出張所長は、「馬尼刺ニ於テハ濠州炭カ競争炭ナルヲ以テ日本ノ下等炭ハ少シモ売
レス一等炭ノ三池、田川ノ外ハ望ナシ夫レニ相手カ政府ニテ各国炭ノ分析表ヲ有シ居リ其中ニ
ハ三池、大ノ浦ノ如キモノモ加ハリ居リテ其直段ヲ比較シテ買入ル丶ヲ以テ石炭ノ名称ヲ出サ
スシテ売込ムコトハ困難ナリ、過般七万噸許ノ入札アリシ時モ我炭ノ分析表及試焚ノ結果等総
テノ報告ヲ出シ之ヲ取調ヘタル上品質ハ良シト云フコトニナリシカ、其約定モ非常ニ厳格ナル
モノニテ分析表ヲ添ヘテ二重精選ニシテ粉炭ナシト云フカ如キ契約ナリシ其後石炭一艘分到着
シタルニ充分精選シアラサリシ為メ排斥セラレ陸揚ケノ上ニテ再ヒ精選シテ渡シタルコトアリ」
（18）、「一昨年三池炭ニテ約定セシニ三池炭ノ無カリシ為メ杵島ヲ渡シタルコトアリ、三池ニア
ラサレハ先方ニテ引取ラサリシ」（19）と、マニラにおいては、検査に不合格で石炭を精査して再
度納入したり、納入できなかった経験に基づいて反対している。というのが、山本上海支店長
と同様に、ブランド名の変更は取引量の変更にもつながりかねないので、マニラ出張所の存続
のためにも産地ブランドの表示にこだわったのである。 
 これらの意見を踏まえて、犬塚門司支店長は、「要スルニ貝島氏ノ理想トスル総テノモノヲ混
合スルコトハ実行シ難カラン」（20）と、最終的にはブランド名の変更を断念し、結局、会長も「詰
リ手加減ニテ差支ナキ限リ混合シテ直艀下ヲ今少シ増ス位ニ止ルヘシ」（21）といった方向性を提
示して、本社の方針は通らず、そのまま産地ブランドを引き続き採用するという三井ブランド
の名声を保持するという形で決着している。この背景には、ブランド変更に伴う顧客の離反の
方が、生産面での効率性より重視されたと考えられる。 
 このように、支店長諮問会議制度は、支店の情報を一カ所に塊集することによって、石炭取
引で解決すべき戦略上重要な問題について、支店長の意見を聞きながら今後のあり方を決める
情報交換集約システムとして機能したのである。そのため、この情報交換集約システムを構築
することによって、商流のばらつきを制御し、支店の反発を軽減・解消することができたので
ある。 
 
  
（2）綿花 
  
 三井物産のこの時期の石炭とならぶ主力商品として、綿花があげられる。明治 38（1905）
年の本社の方針として、会長から「綿花商売モ漸次紡績会社、織布会社ノ増錘、新設等ノ実行
セラル丶場合ニハ益々商売モ増加スルニ至ルヘク、此商品ハ言フ迄モナク我々ノ取扱品中重要
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ナルモノ丶一トシテ力ヲ用ヒサルヘカラサルモノニ属シ」（22）と、綿花を重視している方針が明
確に打ち出されている。 
 かねてより、綿花取引には、投機的側面があった。競合他社が綿花取引において、投機を行
う以上、本社の戦略は投機には否定的であっても、支店レベルでは、投機的取引は容認されて
いた。なぜなら、投機的商法を利用することは、成功した時の利益は巨額であったが、失敗し
た時の損失も巨額であるという点に問題があったからである。このリスクを軽減するため、鐘
紡と取引契約を締結することで、投機的側面を少なくしようと試みる。 
 現存する三井物産と鐘紡との取引契約書（明治 34(1901)年）から契約内容が明らかとなる。
鐘紡との取引契約は、第 1 条「甲者＜鐘淵紡績株式会社＞ハ将来其工場全部ニ要スル綿花総高
ノ拾分ノ七（壱ヶ年三百斤建俵九万俵）ニ下ラザル数量ヲ購買輸入スルノ行為ヲ乙者＜三井物
産合名会社大阪支店＞ニ依託スルコトヲ約ス」（23）と大量取引が契約されている。 
 これには、第 6 条「甲者ガ乙者ニ依託スル綿花ノ数量ハ果シテ本契約ノ第壱条ニ記載スル如
ク其需要高ノ七割以上ニ達シ居ルヤ否ヤ且ツ甲者ガ他人ヨリ買付ル綿花ノ品質及ビ値段トヲ明
知シ乙者ノ参考ニ供スル為メ乙者ノ大阪支店長若クハ綿花掛主任ノ求メニ応ジ甲者ハ常ニ備フ
ル処ノ綿花買付帳簿并ニ消費高ヲ明示セハ帳簿及ヒ標本ノ現品等ヲ何時ニテモ閲覧セシムベシ」
（24）とあり、三井物産の方で７割に達しているかチェックする仕組みとなっていた。このこと
は、大量に綿花を取り扱っているので、仕入量に見合う販売量をあらかじめ契約によって確保
することで、取引にまつわる損失を最小限に抑えようとしたのである。 
 さらに、専属的取引関係ではなかったことから生じる取引上の情報漏洩を防止するため、第
7 条「本契約締結ノ為メ互ニ一部ノ商業帳簿又ハ電信等ヲ閲覧スルコトアルトキハ決シテ他人
ヘ洩スコトナク秘密ヲ厳守スヘキ事」（25）という項目も明文化されて盛り込まれている。これに
は、本社の基本戦略について支店長諮問会議を通じて情報を可視化し透明性を確保したが、三
井物産の戦略上重要な情報に関して取引先を通じて競合他社に流出することを防ぐ効果があっ
たと考えられる。 
 他方で、第３条に「甲者ガ本契約依託ノ報酬トシテ乙者ヘ支払フベキ手数料ノ割合ハ cif ノ
値段ヲ以テ算シタル金額ノ百分の壱分弐厘五毛（百円ニ付壱円弐拾五銭ノ割）トス」（26）と、手
数料は少ないけれども 7 割契約という大量取引によって、利益を生み出していったのである。 
 この取引で重要な役割を果たしたのが、三井物産の保有する倉庫である。鐘紡との通常の綿
花取引は、第４条に「乙者ハ大阪所在ノ紡績会社又ハ綿花商人ヘ大阪渡ノ約定ヲ以テ綿花ノ取
引ヲ為サザル事ヲ誓約ス若シ己ムヲ得ザル特別ノ事情ニヨリテ之ガ取引ヲナサントスルトキハ
前以テ甲者ヘ通知スルコトヲ要ス此場合ニ於テ甲者ガ同一ノ利便ヲ求ムルトキハ乙者ハ之ヲ拒
ム事ヲ得ズ」（27）とあるように、大阪渡をもって終了することになっていたが、これには但し書
きがあり、「但シ大阪ニ於テ貯蔵シアル綿花ハ此限リニアラズ」（28）と、大阪に倉庫を保有して
いて、そこに保管することで、需要と供給の調整を行っていたと考えられる。 
 この契約締結により、鐘紡にとっても販売業務に携わらないで生産業務に特化でき、三井物
産との分業関係が成立していくのである。そして綿花取引において、生産者である鐘紡と卸売
業者である三井物産の分業関係に基づく取引が最適取引形態となり、このやり方が推進されて
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いったのである。 
 ただし、この取引契約を交わしていたにもかかわらず、綿花取引は、全社的に見ると順調に
すすんだわけではなく、次の 5 点を中心として商流のみだれが生じて支店長諮問会議で諮られ
ている。 
 第１に、本社における綿花の取扱規模を拡大する方針に対して、次のような提案をしている。
特約店を巡って、本社では会長が、「綿花ニ就テハ近来或ル紡績所ト特約ヲ結ビ商売ヲ大ニ拡張
セリ而シテ其成績良ケレバ是ヨリ特約ナキ他ノ紡績所ニ向ヒ同ジ方針ニテ進ム余地アリヤ或ハ
概ネ競争者ト関係付キテ進ムベキ余地ナキカ又之ヲ為スニ就テハ資金ヲ要スルカ或ハ信用程度
ヲ何処マデ与フベキヤ夫等ニ就テノ意見ナキヤ」（29）と、支店長諮問会議に諮っている。特約店
で販路を確保することは、事業の安定化につながるものであって、本社は特約店方式の商流を
推進している。 
 これに対して、寺島名古屋支店長は「名古屋地方ノ紡績会社ノ模様ヲ述ブレバ此地方ニテハ
特約ヲ結ブコトヲ嫌ヒ、三重紡績等ニ頻リニ相談シタレドモ特約ヲ結バズシテ現物ヲ買フノ方
針ヲ取レリ、而シテ三重紡績会社ハ此地ノ主ナルモノニテ之ガ其方針ヲ取リシ為メ他ノ近傍ニ
在ル会社モ同様ノ方針トナリ」（30）と買手にとっては、特約店よりも市場取引を選択しているの
で難しいという名古屋の状況を説明した。また、「二万俵以上買ヒタル時ニハ年末ニ至リ一俵
ニ就キ五銭或ハ七銭戻スト云フコトニ定メタルコトアルモ唯名ノミニテ相談ノ数量ニ充チタ
ルコトナキ為メ割戻ヲ交付シタルコトナシ是ハ成ルベク二等品ト云フガ如キモノヲ取扱フコ
トニシタシ」（31）と、数量リベートを設けたけれども、契約で指示した取引量に至らないので、
リベートを支払う取引を実現するためには、2 級品も扱うようにしなければと、高品質の商品
を高価格で販売する三井物産の商品では名古屋での成長は見込めないという問題点も指摘して
いる。 
 その結果、特約店制度は、名古屋地域の実情からすると無理であるということを本社も理解
して進めることを断念した。 
 第２に、綿花の品質について苦情があるか否か諮問されている。藤野大阪支店長は、「今日ノ
所ニテハ品ノ善悪ニ付キ苦情ヲ申来ラハ、実際ハ良質ノモノヲ引渡シタルニ拘ハラス苦情ニ苦
ミツ丶アルコトアル次第ナリ」（32）と、苦情を受けたことがあるとしている。 
 これに対して、本社では「紐育ヨリハ其都度必ス見本ヲ送リ居ルナリ」（33）と、見本を渡して
取引すると、クレームがつかないのでそれについて問うている。藤野大阪支店長は「一回モ来
リシコトナシ」（34）と回答している。また、大阪支店勤務の川畑氏によると、こうした苦情の原
因は、「日本ノ綿商又ハ紡績会社カ夫迄ニ進ミ居ラス、色タニ白ケレハ夫レニテ満足シ居ルナリ」
（35）と、品質を見極められない紡績会社にあると指摘している。 
 各支店の意見を踏まえて、会長は、「大阪辺ニ綿ノ試験所ヲ置キ之ニ見本ヲ出シテ検査ヲ行ヒ、
此綿ハ三十手ニ適スヘシ、是レハ二十手ニ適スヘシト云フカ如クニ我々ヨリ紡績会社ニ向ケ行
キ、先方ヨリ千俵ト云フカ如クニ注文ヲ受ケ責任ヲ以テ是レカ取扱ヲ為ス位マテ進ミタキ考ナ
リ」（36）と、検査所をもち、綿花一般で販売するのではなく、20 番手用綿花、30 番手用綿花と
用途別に適していると紡績会社に説明し、それに基づいて注文を受けるとしている。これは、
三井物産の支店長諮問会議制度 
―  ― 83
買手の目的に合わせて、商品を提供するという商品のフィッティングの提案であり、需要の中
身に応じて、適した商品を提供するには検査が必要であるとしている。 
 第３に、品質についての一般的方針について本社は、「良キ物ヲ高直ニ売ル方法ハ相手ニ依リ
テハ品物ヲ安直ニ売ル者ノ為ニ破壊セラル丶コトナキヤ」（37）というのが方針である。 
 しかしながら、藤野大阪支店長は、「大凡ソ良キ物ヲ望ム向ハ我々ニモ分リ居リ、又此向ハ何
ヲ言ヒタリトテ口先ノミナレハ直段ニテ売込ム外ナシトノ事モ知リ得ルヲ以テ臨機之ニ対スル
方法ニテ行カハ宜カラン」（38）と、優良品と劣悪品の取り扱いは両立するとしている。それに対
して本社は、「双方ノ主義ニテ進ミ行クコトヲ得ハ頗ル便利ナレトモ、実際両立シ得ルヤ」（39）
と繰り返し、高品質の商品と劣悪品の両立は困難であるとしている。 
 このように、明治期は一次資源には生産面での品質にばらつきがあり、製品の標準化がすす
んでいなかったので、本社では、高品質の製品に限定するということで、三井物産の製品の規
格化を推進していったのである。さらに、前述のように、優良綿花の中でも、用途別に販売し
ていくという意図が検査所の発想の基礎にあったのである。 
 第４に、取引条件についても諮問されている。紡績会社の綿花の支払い利息を引き伸ばすこ
とについて、磯村営業部長は、「各紡績会社ニ出ス値段ヲ同一ノ値段トシ一方ニハ三十日目払、
他方ハ六十日目払トスルコトモ出来マシ」（40）という意見を出し、これを受けて藤野大阪支店長
は、「値段ハ皆ナ三十日目払ノモノトシテ出シ、其以上支払ヲ延期スルモノハ利息ヲ取ルヘシ」
（41）と、支店間のやりとりの結果、手形を 30 日支払いに統一している。 
 第５に、内地での買付けを進めてはどうかという点についても諮問されている。これについ
ては、どのような問題があるかについて、実態に基づいて意見が出されている。 
 まず、ボンベイ支店の大谷氏は、「百姓カ車ニ積ミテ尚ホ一層奥ノ地方ヨリ持来リ一定ノ地ニ
集ルヲ以テ、其場所ニ至リテ買附ヲ為スナリ」（42）と、内地の実情が把握できないので、市場を
見つけてそこで買付けを行っているとしている。また、重ねて大谷氏が「否ナ代金ヲ高ク支払
フモ内地買付品ト同様ノモノハ得ラレス、即チ単ニ色合ノ白キモノハ孟買ニテモ得ラルヘキカ、
混物ナキ水分ナキモノハ得ラレス」（43）と、品質が整わない点を指摘している。そして、本社か
らは、「併シ実際ハ内地高ク集散地タル孟買ノ方安値ナルコトアルヘシ、故ニ内地買付ハ必スシ
モ安値ナリト云フコト能ハス」（44）とあり、内地よりもボンベイの方が安いといった点が指摘さ
れている。すなわち、調達地の変更について、産地調達か集散地調達かについて、重要な意思
決定がなされている。 
 このように支店長諮問会議制度は、木綿においても、本社と支店、支店間が意見交換するこ
とで方針を決定するという情報交換集約システムとして機能していた。そして、本社と支店、
支店間に生じる流通取引上のコンフリクトの解消を積み重ねていき、社内の管理制度として定
着していくのである。 
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Ⅲ－２ 取扱商品の選定 
 
 三井物産では、基本的には、取扱商品の拡大にあたって、取引方法のシナジー効果が得られ
る資源のニーズを掘り起こしていき、少手数料であるが大量取引で利益を享受していく方向性
を目指していった。取扱商品の追加・削除については、従来、支店の判断にまかされることが
多かった。しかし、支店の自由度を高めると、本社の方針にそぐわない商品まで取り扱うこと
になり、非効率の側面が露呈していくことになる。 
 そこで、明治 41（1908）年の支店長諮問会議では、本社の戦略に適合した取扱商品の選定
の必要性が強調され、本社の取扱商品の方針は、限定の方向が打ち出される。すなわち、「今日
ノ如ク多数ノ商品ヲ取扱ヒ居リテハ勢ヒ疎漏ニ流レ反対商ニ及ハサルコト多キニ至ルヘキハ数
ノ免カレサル所ナルヲ以テ、今後ハ商品ノ選択ニ付テハ大ニ意ヲ用ユルコトニシタシ茲ヲ以テ
本年ノ諮問会ハ例年ト異リ先ツ第一ニ商品ノ選択ヲ問題トシ各店取扱商品ノ種類ヲ限定シタキ
方針ナリ、此方針ニ依リ各店ノ取扱品ヲ限定スルト同時ニ新商品ノ取扱ハ社長ニ経伺ノ上ニ非
サレハ一切取扱ヲ為スヘカラス、若シ之ニ違犯シタルモノアラハ假令夫レカ為ニ利益ヲ挙ケ得
タリトスルモ、譴責ヲ免カレサルモノト承知アリタシ」（45）と、取扱商品の新たな追加は、各支
店の自由裁量から社長の許可を経るように本社の管理の下におかれて、違反した場合はペナル
ティも用意されている厳格なものであった。 
 そして、取扱商品をＡ１、Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅの６区分に分類して、Ａ１は大きく成長が見
込めそうな商品分野であり、Ｅへいく程、取扱排除の対象商品となる。その区分に基づいて、
取扱商品の選別を行うのである。 
 主力商品については、本社が「官蔘、阿片ハＡニ属スヘキモノナリ、如何ニシテＣニ入リ居
ルヤ、其外「セメント」モＡニ入ルヘキモノナラン」（46）と、Ｃ区分からＡ区分への変更を求め
ている。結局、磯村営業部長の「セメントハ望ナシ」（47）という意見で、官蔘、阿片はＡ区分に、
セメントはＢ区分に変更されている。 
 他方でＣ区分の商品については、例えば、本社の「軍用品、麦酒、煙草、耐火煉瓦ハ如何」
（48）という問いに対して、磯村営業部長の「耐火煉瓦ハ如何ナル理由ニテ取扱ヲ引受ケタルヤ
知ラネト、頻リニ藤村義苗氏カ計画シ居ルモノナルカ、特別ノ関係アルモノトシテＣニ入レア
ルニナリ、是ハ我々カ取扱ヲ為サ丶ルトキハ先方ニ於テモ困却スヘシ」（49）という意見を採り入
れ、本社では、「然ラハ是ハ存シ置クコトニセン」（50）として、選定の結果Ｃ区分に留まってい
る。 
 いずれにしても、各支店が単独で取扱商品を決定することができず、支店長諮問会議を経て
組織的に決定していく仕組みとなっていた。また、藤野大阪支店長の「若シ此度ノ会ニ於テ廃
止ト定メタルモノハ假令御用品ナリトモ一切取扱ヲ為サ丶ル次第ナリヤ」（51）という問いに対し
て、本社は、「一旦取扱ヲ止ムルコトニ定メタル以上ハ御用品ナリトモ取扱ヲ廃止スルコト丶セ
サルヘカラス」（52）と、取扱商品の選定にあたっては、支店長諮問会議で意思決定されたものは
変更なしとして、統一した方針を打ち出す場として重要な役割を果たしたのである。そして、
組織的に取扱商品の選別を図り、大きく成長が見込めそうな商品分野を絞り込み、今後成長が
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見込めそうな商品分野に育成・投資し、さらなる事業規模の拡大を目指していった。しかも、
本店と支店、支店間のやりとりの中で、取扱商品を選別したので、コンフリクトを軽減するこ
とができた。そして、支店長諮問会議制度は、取扱商品の選定にあたっても、情報交換集約シ
ステムとして重要な役割を果たすのである。 
 
 
Ⅲ－３ 三国間取引の拡大 
 
 明治 37（1904）年の支店長諮問会議では、会長自らが「是非進メタキ商売ナレト未タ意ノ
如ク進マサル有様ナレハ別表ニ付テ評議セラレタシ」（53）と、三国間取引を推進している。さら
に会長は、「修業生ヲ仕立テルヨリハ「ソフトグーズ」ノ為メニ倫敦或ハ紐育ヘ其店詰トセスニ
研究ノ為メ人ヲ派出シテハ如何」（54）とあり、三国間取引に社員を派遣してまで推進しようとし
ている。 
 これに対して、山本上海支店長は、「ピースグーズ」ハ左程ニモアラサレト「マンチエスター
グーズ」ハ其方法を採ルノ必要アルヘシ」（55）と、本社の意見に賛同している。 
 三国間取引に関しては、本店と支店で利害が一致していて、共同で拡大の方向を目指してい
る。本社が方針を出し、それに対して支店が、確認したり受け入れる形で議論がすすんでいる。
このように、三国間取引においても、支店長諮問会議制度は、情報交換集約システムとしての
機能を果たしている。 
 また、石炭、綿花といった同一商品内のみならず、三国間取引、すなわち商品間取引におい
ても、商流を調整していったのである。 
 
 
Ⅳ 結びにかえて 
 
 以上で考察したように、三井物産では支店長諮問会議制度を導入することによって、主力商
品の方針、取扱商品の選定、三国間取引の方向性のいずれを問わず、商流に関わる審議と決定
を行い、本社と支店、支店間の意見の違いによって、関係が歪まないように取引条件の違いを
調整し商流管理していった。そして、支店間競争、言い換えれば店舗間競争を排除していく排
他的取引制度を形成していったため、本社と支店、支店間連携ができるようになった。すなわ
ち、支店長諮問会議制度は、取引条件における統一的制度が形成される以前の意見交換の場と
して重要な役割を果たした。そして、このことが総合商社化に寄与するとともに、その流れが
現代の大規模製造業者の流通系列化の１つの手段となっているテリトリー制度、一店一帳合制
度といった日本的取引慣行となって進化・発展していくのである。 
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